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【手続補正書】
【提出日】平成24年8月10日(2012.8.10)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　本発明に係る音響警報装置によれば、コイルへの通電時間を調整するオン／オフ動作の
周波数を変化させる。一般に、圧電ブザーは、最大音圧を得ることのできる駆動周波数は
固体によってばらつきがあり、圧電ブザーを最大音圧で鳴動させるためには個別に適宜に
周波数調整を行う必要がある。しかし、本発明に係る音響警報装置によれば、周波数を変
化させるので、個別に周波数調整を行わなくとも最大音圧で圧電ブザーを鳴動させること
ができる。
　また、本発明に係る音響警報装置によれば、コイルへの通電時間を調整するオン／オフ
動作の周波数を変化させるとともに、デューティー比を変化させるようにした。このため
、低周波数で駆動している際にコイルに通電する時間を短くすることができ、消費電流を
低減させることができる。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４２】
　制御回路３１は、火災受信機ＦＡから音響鳴動の制御信号を受信すると、所定の周波数
でトランジスタ３５をオン／オフさせて、コイル３３に所定の周波数で電圧を印加する。
そして、トランジスタ３５をオフしたときにコイル３３に発生した昇圧電圧を圧電ブザー
３２に印加することにより、圧電ブザー３２を鳴動させる。
　ここで、最大音圧を得ることのできる圧電ブザー３２の駆動周波数は、各個体でばらつ
きがある。圧電ブザー３２の個体毎の特性に合わせて駆動周波数を調整すれば、それぞれ
の圧電ブザー３２が最大音圧で鳴動することができるが、個体ごとに調整するには手間が
かかり、多大なコストがかかる。また、設置箇所の温度条件等によっても、最大音圧を得
ることのできる圧電ブザー３２の駆動周波数が変化しうるので、たとえ調整したとしても
最大音圧を得られるとは限らない。
　このため、制御回路３１は、トランジスタ３５をオン／オフさせる周波数、すなわち、
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圧電ブザー３２に印加する電圧の周波数を所定の範囲でスイープさせる。例えば、２．５
ｋＨｚ、２．６ｋＨｚ、２．７ｋＨｚ、・・・、３．５ｋＨｚ、のように、０．１ｋＨｚ
刻みで１０ｍｓｅｃずつ電圧を印加し、その周波数で圧電ブザー３２を鳴動させる。この
ように、印加する電圧の周波数を所定の範囲でスイープさせることで、いずれかのタイミ
ングで最も大きい音圧レベルで音響鳴動させることができる。なお、トランジスタ３５は
、電流制限手段３４のオン／オフするスイッチとして動作するとともに、電流制限手段３
４の構成部品としても兼用されているため、部品点数を削減することができ、コストにお
いて優れる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５２】
　上述したように、本実施の形態１に係る音響警報装置Ｃ１１によれば、電流制限手段３
４によりコイル３３に流れる電流を制限することができる。また、コンデンサ２３により
、圧電ブザー鳴動回路３０が消費する電流のピークを抑えて平均化することができる。さ
らに、電流制限回路２２より、圧電ブザー鳴動回路３０に流れる電流を制限することがで
きる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６３】
　このように、本実施の形態２に係る音響警報装置によれば、コイル３３に印加する電圧
のデューティ比を変化させるようにした。このため、圧電ブザー３２の音圧レベル上昇に
寄与しない電流が流れるのを抑制することができるので、消費電力を低減することができ
る。
【手続補正５】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧電ブザーと、
　前記圧電ブザーに並列に接続されたコイルと、
　前記圧電ブザーと前記コイルへの通電時間を調整するスイッチング手段と、
　前記スイッチング手段のオン／オフ動作を制御する制御手段と、
　並列接続された前記コイルと前記圧電ブザーに直列に接続され、前記コイルへの電流を
制限する電流制限手段と、を備えた
　ことを特徴とする音響警報装置。
【請求項２】
　圧電ブザーと、
　前記圧電ブザーに並列に接続されたコイルと、
　前記圧電ブザーと前記コイルへの通電時間を調整し、かつ、通電時の前記コイルへの電
流を制限する電流制限手段と、
　前記電流制限手段のオン／オフ動作を制御する制御手段と、を備えた
　ことを特徴とする音響警報装置。
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【請求項３】
　前記電流制限手段は、
　トランジスタと、前記トランジスタのエミッタ側に接続された抵抗と、を備えたエミッ
タフォロア回路である
　ことを特徴とする請求項２記載の音響警報装置。
【請求項４】
　前記制御手段は、オン／オフ動作の周波数を変化させる
　ことを特徴とする請求項１～請求項３のいずれか記載の音響警報装置。
【請求項５】
　前記制御手段は、オン／オフ動作のデューティー比を変化させる
　ことを特徴とする請求項４記載の音響警報装置。
【請求項６】
　火災受信機と、
　前記火災受信機に信号授受の経路となる信号線で接続される請求項１～請求項５のいず
れか記載の音響警報装置と、を備え、
　前記音響警報装置は、前記火災受信機から送信される制御信号に基づいて音響鳴動する
　ことを特徴とする火災報知設備。
【請求項７】
　火災受信機と、
　前記火災受信機に信号授受の経路となる信号線で接続される請求項１～請求項５のいず
れか記載の複数の音響警報装置と、を備え、
　前記複数の音響警報装置は、前記火災受信機から送信される制御信号に基づいて、前記
複数の音響装置間で同期して断続的に音響鳴動する
　ことを特徴とする火災報知設備。
【手続補正６】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図５】
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